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人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則１―１１
年齢６０年に達する職員等に対する情報の提供及び勤務の意思の確認に関する規則を次のように定める。

令和４年１０月１４日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

年齢６０年に達する職員等に対する情報の提供及び勤務の意思の確認に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号。以下「条例」という。）附則第８項及び第９項の規定によ

る任用及び給与に関する措置その他の必要な情報の提供（以下「情報の提供」という。）並びにこれらの規定による勤務の意思の確認に

関し必要な事項を定めるものとする。

（任命権者）

第２条 併任に係る職の任命権者は、条例附則第８項の任命権者に含まれないものとする。

（提供する情報）

第３条 条例附則第８項の規定により職員に提供する情報は、次に掲げる情報（第１号、第３号及び第４号の情報にあっては、当該職員が

年齢６０年に達した日以後に適用される措置に関する情報に限る。）とする。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の２から第２８条の５までの規定による管理監督職勤務上限年齢による降任等に関する

情報

� 条例第９条又は第１０条の規定により採用される職員の任用に関する情報

� 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）附則第１９項から第２８項までの規定及び教育職員の給与に関する条例（昭和２７

年愛媛県条例第３０号）附則第１７項から第２４項までの規定による年齢６０年に達した日後における最初の４月１日以後の当該職員の給料月

額を引き下げる給与に関する特例措置並びに当該特例措置に相当するものとして他の規程で定める措置に関する情報

� 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）附則第１９項から第２２項までの規定による当該職員が年齢６０年に達した日から

条例第２条第２項に規定する定年に達する日の前日までの間に非違によることなく退職をした場合における退職手当の基本額を当該職

員が当該退職をした日に同条第１項の規定により退職をしたものと仮定した場合における額と同額とする退職手当に関する特例措置及

び当該特例措置に相当するものとして他の規程で定める措置に関する情報

� 前各号に掲げるもののほか、条例附則第８項の規定により職員の勤務の意思を確認するため必要であると任命権者が認める情報

（勤務の意思の確認）

第４条 任命権者は、条例附則第８項の規定により職員の勤務の意思を確認する場合は、そのための期間を十分に確保するよう努めなけれ

ばならない。

２ 勤務の意思を確認する場合においては、次に掲げる事項を確認するものとする。

� 引き続き常時勤務を要する職を占める職員として勤務する意思

� 年齢６０年に達する日以後の退職の意思

� 条例第９条又は第１０条の規定により採用される職員として勤務する意向

� その他任命権者が必要と認める事項

（特定地方警務官に係る準用）

第５条 前２条の規定は、条例附則第９項の規定により特定地方警務官に情報を提供し、及び勤務の意思を確認する場合について準用する。

この場合において、前２条中「附則第８項」とあるのは「附則第９項」と、第３条各号列記以外の部分及び同条第５号並びに前条第１項

中「職員」とあるのは「特定地方警務官」と、第３条第１号中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の２から第２８条の５まで

の規定による管理監督職勤務上限年齢による降任等」とあるのは「警察法（昭和２９年法律第１６２号）第５６条の４第１項の規定による任

命」と、同条第３号及び第４号中「当該職員」とあるのは「当該特定地方警務官」と、同条第５号及び前条中「任命権者」とあるのは
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「警察本部長」と読み替えるものとする。

（雑則）

第６条 この規則に定めるもののほか、情報の提供並びに条例附則第８項及び第９項の規定による勤務の意思の確認の実施に関し必要な事

項は、人事委員会が定める。

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７―１２４６
愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和４年１０月１４日

愛媛県人事委員会委員長 安 藤 潔

愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４７９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県職員の退職手当の支給等に関する規則第４条第２項の規定は、令和４年１０月１日以後の期間における失業者の退職手当

の支給の基礎となる勤続期間の計算について適用し、同日前の失業者の退職手当の支給の基礎となる勤続期間の計算については、なお従

前の例による。

改 正 後 改 正 前

（条例第１０条第１項に規定する特定受給資格者に相当するものと

して人事委員会規則で定めるもの等）

第４条 省略

２ 条例第１０条第１項に規定する人事委員会規則で定める職員に準

ずる者は、職員について定められている勤務時間以上勤務した日

（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則により、勤

務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含む。）が

１８日（１月間の日数（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛

県条例第３号）に規定する県の休日の日数は、算入しない。）が

２０日に満たない日数の場合にあつては、１８日から２０日と当該日数

との差に相当する日数を減じた日数）以上ある月が１月以上ある

者とする。

３ 省略

（条例第１０条第１項に規定する特定受給資格者に相当するものと

して人事委員会規則で定めるもの等）

第４条 省略

２ 条例第１０条第１項に規定する人事委員会規則で定める職員に準

ずる者は、職員について定められている勤務時間以上勤務した日

（法令又は条例若しくはこれに基づく人事委員会規則により、勤

務を要しないこととされ、又は休暇を与えられた日を含む。）が

１８日

以上ある月が１月以上ある

者とする。

３ 省略

令和４年１０月１４日 発行


